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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第50期

第２四半期
累計期間

第51期
第２四半期
累計期間

第50期

会計期間

自平成23年
７月１日

至平成23年
12月31日

自平成24年
７月１日

至平成24年
12月31日

自平成23年
７月１日

至平成24年
６月30日

売上高 （千円） 1,819,423 1,749,177 10,380,600

経常利益又は経常損失（△）

 （千円）
△1,059,578 △1,115,612 292,864

四半期純損失（△）又は当期純利益

 （千円）
△716,398 △724,453 33,012

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － －

資本金 （千円） 1,399,000 1,399,000 1,399,000

発行済株式総数 （千株） 7,660 7,660 7,660

純資産額 （千円） 2,918,514 2,922,312 3,676,087

総資産額 （千円） 8,995,156 9,575,949 7,927,249

１株当たり四半期純損失金額（△）

又は１株当たり当期純利益金額

（円）

△93.54 △94.60 4.31

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 （円）
－ － －

１株当たり配当額 （円） － － 6.00

自己資本比率 （％） 32.4 30.5 46.4

営業活動による

キャッシュ・フロー （千円）
△1,911,272 △2,496,458 863,148

投資活動による

キャッシュ・フロー （千円）
△58,143 △68,565 △82,442

財務活動による

キャッシュ・フロー （千円）
1,605,207 1,465,908 △235,960

現金及び現金同等物の四半期末 

（期末）残高 （千円）
470,135 281,227 1,379,913
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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２. 売上高には消費税及び地方消費税（以下、「消費税等」という。）は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、非連結子会社２社を有しておりますが、利益基準及び利益剰

余金基準からみて重要性が乏しい子会社であるため記載しておりません。

４. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第50期第２四半期累計期間及び第51期第

２四半期累計期間は１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため、第50期は潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

当第２四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

回次
第50期

第２四半期
会計期間

第51期
第２四半期
会計期間

会計期間

自平成23年
10月１日

至平成23年
12月31日

自平成24年
10月１日

至平成24年
12月31日

１株当たり四半期純損失金額（△）

（円）
△32.50 △36.36

２【事業の内容】
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当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

（１）業績の状況

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、公共事業関係費の震災関連予算により一時的に改善の傾向にあ

りますが、国及び地方自治体の慢性的な財政難から、中長期的な国内市場の厳しい受注競争は継続しておりま

す。東日本大震災後の復興事業については停滞した状況から徐々に動き始め、当社が属する建設コンサルタント

業界におきましては、新政権により大規模災害のリスク低減に向けた「国土強靭化」と「防災・減災ニューディ

ール」が打ち出され、被災地域の復興事業によるインフラ整備とともに、首都直下地震、東海・東南海・南海地

震に対する防災対策事業や再生可能エネルギーを活用した減災まちづくり事業等の国土の防災、持続可能な社会

づくりが求められております。

当社は、このような市場環境を踏まえ、橋梁や道路といった既存のコア事業分野における計画・設計業務の基

盤強化を図るとともに、集中豪雨による斜面崩壊や河川氾濫、プラントや生産設備の耐震診断といったリスクマ

ネジメント業務に従事してまいりました。また、東日本大震災直後より設置した震災復興支援室の機能を更に強

化し、新たな技術や手法への対応を効果的に行うため、７月より復興・防災推進部を設置し受注を強化してまい

りました。

以上のような事業経過のもと、当第２四半期累計期間における業績は、受注高は74億８千７百万円（前年同四

半期比140.7％）となりました。売上高は17億４千９百万円（同96.1％）、営業損失は11億９百万円（前年同四

半期10億５千万円）、経常損失は11億１千５百万円（同10億５千９百万円）、四半期純損失は７億２千４百万円

（同７億１千６百万円）となりました。

なお、当社は官公庁取引が大半を占める事業の性質上、売上高が第４四半期会計期間に集中する傾向にあり、

第３四半期会計期間までは営業費用の占める割合が著しく高くなる傾向にあります。そのため、営業利益、経常

利益、四半期純利益ともに損失計上となっております。

部門別の状況を示すと次のとおりであります。なお、当社は単一の報告セグメントであるため、セグメントご

との記載はしておりません。また、第１四半期会計期間より部門別の区分を変更し、前事業年度まで表記してお

りました〔道路・橋梁〕〔広域整備・調査〕〔施工管理〕を、当社の事業部門の体制を基本とした〔構造保全〕

〔社会創造〕〔防災〕〔海外・施工管理〕へ変更しております。前年同四半期比較にあたっては前年同四半期分

を変更後の区分に組み替えて表示しております。

〔構造保全部門〕

当部門の事業内容は、橋梁や地下構造物等を中心とした新設構造物の設計及び既存構造物の点検、補修・補

強、修繕計画等の保全関連業務を行っております。

当部門の受注高は45億５千５百万円（前年同四半期比148.2％）、売上高は６億１千４百万円（同52.8％）と

なりました。主な受注業務として、北勢国道事務所管内における４７５号東海環状いなべ地区橋梁詳細設計業

務、近畿技術事務所管内における北東部地区橋梁点検業務、三陸国道事務所管内における野田南地区橋梁詳細設

計業務があげられます。

〔社会創造部門〕

当部門の事業内容は、道路計画・設計、交通計画、都市及び地方計画、環境調査・計画等に関する業務を行っ

ております。

当部門の受注高は17億７千万円（前年同四半期比131.3％）、売上高は４億８千１百万円（同222.0％）となり

ました。主な受注業務として、宮城県女川町における離半島部復興マスタープラン検討業務及び復興整備基本設

計業務、宮城県石巻市における総合運動公園実施設計業務があげられます。

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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〔防災部門〕

当部門の事業内容は、河川・砂防計画、地質調査、探査、港湾等の調査・計画・設計に関する業務を行ってお

ります。

当部門の受注高は９億９千１百万円（前年同四半期比183.7％）、売上高は３億２千６百万円（同199.8％）と

なりました。主な受注業務として、渡良瀬川河川事務所管内における土石流危険渓流対策検討業務、愛媛県にお

ける海岸施設等津波対策検討業務があげられます。

〔海外・施工管理部門〕

当部門の事業内容は、国外における道路及び橋梁建設プロジェクトの調査・計画・設計業務ならびに国内外に

おける工事の実施に関する施工監理業務等を行っております。

当部門の受注高は１億６千９百万円（前年同四半期比47.1％）、売上高は３億２千６百万円（同119.2％）と

なりました。主な受注業務として、国際協力機構（ＪＩＣＡ）よりフィリピン国環状３号線建設事業準備調査、

福島県金山町における地域活性化施設改修工事監理業務があげられます。

（２）財政状態の分析

当第２四半期会計期間末における資産合計は、前事業年度末と比べて16億４千８百万円増加し、95億７千５百

万円となりました。主な変動は、たな卸資産の増加23億２千２百万円、繰延税金資産の増加４億１千７百万円、

運転資金ならびに法人税等の支払による現金及び預金の減少10億９千８百万円、完成業務未収入金の減少５千７

百万円によるものであります。

負債合計は、前事業年度末と比べて24億２百万円増加し、66億５千３百万円となりました。主な変動は、未成

業務受入金の増加13億３千２百万円、短期借入金の増加15億5千万円、業務未払金の増加２千２百万円によるも

のであります。

純資産合計は、前事業年度末と比べて７億５千３百万円減少し、29億２千２百万円となりました。主な変動

は、剰余金の配当４千５百万円、四半期純損失７億２千４百万円を計上したことにより利益剰余金が減少したこ

とによるものであります。 

（３）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動ならびに投資活

動による支出が財務活動による収入を上回ったため、前事業年度末と比べ10億９千８百万円減少（前年同四半期

は３億６千５百万円減少）し、２億８千１百万円となりました。

当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は、24億９千６百万円（前年同四半期は、使用した資金19億１千１百万円）と

なりました。これは主に、当第２四半期累計期間の税引前四半期純損失11億１千５百万円に、減価償却費６千

５百万円などの非資金費用のほか、未成業務受入金の増加額13億３千２百万円などによる資金の増加、たな卸

資産の増加額23億２千２百万円などによる資金の減少によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、６千８百万円（前年同四半期は、使用した資金５千８百万円）となりまし

た。これは主に、コンピュータ、ソフトウェアなどの固定資産の取得による支出６千４百万円などによるもの

であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は、14億６千５百万円（前年同四半期は、得られた資金16億５百万円）となり

ました。これは主に、金融機関から運転資金の調達として短期借入れによる収入15億５千万円、長期借入金の

返済による支出２千５百万円及び配当金の支払額４千５百万円などによるものであります。

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。

（５）研究開発活動

当第２四半期累計期間における研究開発活動の金額は、１千万円であります。

なお、当第２四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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①【株式の総数】

②【発行済株式】

該当事項はありません。

該当事項はありません。

該当事項はありません。

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 24,000,000

計 24,000,000

種類
第２四半期会計期間末現在
発行数（株）

（平成24年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年２月14日）

上場金融商品取引
所名又は登録認可
金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 7,660,000 7,660,000
東京証券取引所

市場第二部

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は100株であります。

計 7,660,000 7,660,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成24年10月１日～

平成24年12月31日
－ 7,660,000 － 1,399,000 － 518,460
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①【発行済株式】

（注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が600株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数６個が含まれております。

（６）【大株主の状況】

平成24年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

大日本コンサルタント社員持株会 東京都豊島区駒込3-23-1  786 10.26

原田 始 岡山県倉敷市 627 8.19

大日本コンサルタント社友持株会 東京都豊島区駒込3-23-1 450 5.89

株式会社北陸銀行 富山県富山市堤町通り1-2-26  325 4.25

古河機械金属株式会社 東京都千代田区丸の内2-2-3 190 2.48

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 181 2.37

川田テクノシステム株式会社 東京都北区滝野川6-3-1 172 2.25

富士前鋼業株式会社 東京都北区滝野川1-3-11 165 2.15

富士前商事株式会社 東京都北区滝野川1-3-11 146 1.91

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区浜松町2-11-3 140 1.83

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

（常任代理人）日本マスタートラス

ト信託銀行株式会社

東京都千代田区丸の内1-4-5

（東京都港区浜松町2-11-3）
140 1.83

計 － 3,325 43.41

（７）【議決権の状況】

平成24年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 1,500
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,653,400 76,534 －

単元未満株式 普通株式 5,100 －
１単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数 7,660,000 － －

総株主の議決権 － 76,534 －
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②【自己株式等】

該当事項はありません。

平成24年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

大日本コンサルタント株

式会社

東京都豊島区駒込三丁目23

番１号
1,500 － 1,500 0.02

計 － 1,500 － 1,500 0.02

２【役員の状況】
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１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成24年10月１日から平成24

年12月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成24年７月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

なお、当第２四半期累計期間末における資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による子会社の割合

は次のとおりであります。

資産基準 ％

売上高基準 ％

利益基準  ％

利益剰余金基準  ％

※会社間項目の消去前の数値により算出しております。

第４【経理の状況】

0.7

3.4

－

－
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成24年６月30日)

当第２四半期会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,379,913 281,227

完成業務未収入金 583,899 526,196

たな卸資産 ※  1,097,447 ※  3,420,162

繰延税金資産 88,395 503,616

その他 73,538 111,527

貸倒引当金 △1,167 △1,052

流動資産合計 3,222,026 4,841,678

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 636,578 622,811

土地 3,096,844 3,096,844

その他（純額） 82,237 94,881

有形固定資産合計 3,815,660 3,814,537

無形固定資産 81,478 83,393

投資その他の資産

投資有価証券 204,495 227,527

繰延税金資産 284,016 286,343

その他 353,248 360,128

貸倒引当金 △33,677 △37,659

投資その他の資産合計 808,083 836,340

固定資産合計 4,705,222 4,734,271

資産合計 7,927,249 9,575,949
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（単位：千円）

前事業年度
(平成24年６月30日)

当第２四半期会計期間
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

業務未払金 426,220 448,469

短期借入金 － 1,550,000

1年内返済予定の長期借入金 100,000 675,000

未払法人税等 99,055 36,621

未成業務受入金 894,661 2,227,631

受注損失引当金 19,100 73,900

その他 1,224,698 731,969

流動負債合計 2,763,735 5,743,591

固定負債

長期借入金 600,000 －

退職給付引当金 795,286 819,376

資産除去債務 42,027 42,701

その他 50,112 47,967

固定負債合計 1,487,426 910,045

負債合計 4,251,162 6,653,637

純資産の部

株主資本

資本金 1,399,000 1,399,000

資本剰余金 1,518,460 1,518,460

利益剰余金 764,560 △5,843

自己株式 △454 △454

株主資本合計 3,681,566 2,911,162

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △5,479 11,149

評価・換算差額等合計 △5,479 11,149

純資産合計 3,676,087 2,922,312

負債純資産合計 7,927,249 9,575,949
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（２）【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自 平成23年７月１日
至 平成23年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自 平成24年７月１日
至 平成24年12月31日)

売上高 1,819,423 1,749,177

売上原価 1,577,520 1,526,798

売上総利益 241,903 222,379

販売費及び一般管理費 ※1  1,292,195 ※1  1,331,832

営業損失（△） △1,050,292 △1,109,452

営業外収益

受取事務手数料 2,391 2,292

受取賃貸料 1,376 1,462

補助金収入 1,445 1,880

その他 3,201 2,422

営業外収益合計 8,415 8,057

営業外費用

支払利息 15,100 13,031

その他 2,601 1,186

営業外費用合計 17,701 14,217

経常損失（△） △1,059,578 △1,115,612

特別損失

投資有価証券評価損 32,149 －

特別退職金 13,167 －

特別損失合計 45,317 －

税引前四半期純損失（△） △1,104,895 △1,115,612

法人税、住民税及び事業税 27,135 32,190

法人税等調整額 △415,632 △423,349

法人税等合計 △388,497 △391,159

四半期純損失（△） △716,398 △724,453
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自 平成23年７月１日
至 平成23年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自 平成24年７月１日
至 平成24年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △1,104,895 △1,115,612

減価償却費 54,869 50,913

無形固定資産償却費 15,267 14,532

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,621 24,090

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,795 3,866

受注損失引当金の増減額（△は減少） 42,500 54,800

受取利息及び受取配当金 △489 △483

支払利息 15,100 13,031

投資有価証券評価損益（△は益） 32,149 －

売上債権の増減額（△は増加） 234,367 57,702

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,758,138 △2,322,715

仕入債務の増減額（△は減少） △57,620 22,249

未成業務受入金の増減額（△は減少） 905,100 1,332,969

その他 △267,781 △548,761

小計 △1,888,746 △2,413,417

法人税等の支払額 △26,787 △83,041

法人税等の還付額 4,261 －

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,911,272 △2,496,458

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △44,004 △47,569

無形固定資産の取得による支出 △19,423 △17,160

投資有価証券の取得による支出 △602 △601

貸付けによる支出 △1,972 －

貸付金の回収による収入 789 203

利息及び配当金の受取額 505 890

その他 6,564 △4,327

投資活動によるキャッシュ・フロー △58,143 △68,565

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 1,750,000 1,550,000

短期借入金の返済による支出 △50,000 －

長期借入金の返済による支出 △39,030 △25,000

配当金の支払額 △38,636 △45,276

利息の支払額 △17,125 △13,814

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,605,207 1,465,908

現金及び現金同等物に係る換算差額 △861 429

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △365,069 △1,098,686

現金及び現金同等物の期首残高 835,205 1,379,913

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  470,135 ※  281,227
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（減価償却方法の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期会計期間より、平成24年７月１日以後に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

これによる当第２四半期累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

該当事項はありません。

※ たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は、次のとおりであります。

２ 売上高の季節的変動

当社は官公庁取引が大半を占める事業の性質上、売上高が第４四半期会計期間に集中する傾向があり、

第３四半期会計期間まで営業費用の占める割合が著しく高くなる傾向があります。

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目との関係

配当金支払額

前第２四半期累計期間（自平成23年７月１日 至平成23年12月31日）

当第２四半期累計期間（自平成24年７月１日 至平成24年12月31日）

【会計方針の変更】

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

前事業年度
（平成24年６月30日）

当第２四半期会計期間
（平成24年12月31日）

未成業務支出金 千円1,096,612 千円3,419,387

貯蔵品 834 774

計 1,097,447 3,420,162

（四半期損益計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自 平成23年７月１日
至 平成23年12月31日）

当第２四半期累計期間
（自 平成24年７月１日
至 平成24年12月31日）

従業員給与手当 千円534,109 千円535,333

退職給付費用 29,164 27,251

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自 平成23年７月１日
至 平成23年12月31日）

当第２四半期累計期間
（自 平成24年７月１日
至 平成24年12月31日）

現金及び預金勘定 千円470,135 千円281,227

現金及び現金同等物 470,135 281,227

（株主資本等関係）

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年９月22日

定時株主総会
普通株式 千円38,292 円5 平成23年６月30日 平成23年９月26日 利益剰余金

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年９月21日

定時株主総会
普通株式 千円45,950 円6 平成24年６月30日 平成24年９月24日 利益剰余金
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当第２四半期貸借対照表計上額と時価との差額及び前事業年度に係る貸借対照表計上額と時価との差額に重要

性が乏しいため、記載を省略しております。

その他有価証券で時価のあるものが、会社の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、当第２四半

期貸借対照表計上額その他の金額に前事業年度の末日に比して著しい変動が認められるものはありません。

デリバティブ取引は全てヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。

当社は建設コンサルタント事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

該当事項はありません。

該当事項はありません。

（金融商品関係）

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

（１株当たり情報）

前第２四半期累計期間
（自 平成23年７月１日
至 平成23年12月31日）

当第２四半期累計期間
（自 平成24年７月１日
至 平成24年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） 円 銭△93 54 円 銭△94 60

（算定上の基礎）

四半期純損失金額（△）（千円） △716,398 △724,453

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（△）（千円） △716,398 △724,453

普通株式の期中平均株式数（千株） 7,658 7,658

（重要な後発事象）

２【その他】
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該当事項はありません。

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大日本コンサル

タント株式会社の平成24年７月１日から平成25年６月30日までの第51期事業年度の第２四半期会計期間（平成24年10月１

日から平成24年12月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成24年７月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期財

務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、大日本コンサルタント株式会社の平成24年12月31日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

独立監査人の四半期レビュー報告書

平成25年２月８日

大日本コンサルタント株式会社

 取 締 役 会 御中

有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 結城 秀彦 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 内田 淳一 印

（注）１. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。

２. 四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。



【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成25年２月14日

【会社名】 大日本コンサルタント株式会社

【英訳名】 NIPPON ENGINEERING CONSULTANTS CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 川神 雅秀

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 東京都豊島区駒込三丁目23番１号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）



当社代表取締役社長 川神雅秀は、当社の第51期第２四半期（自平成24年10月１日 至平成24年12月31日）の四半

期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

特記すべき事項はありません。

１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】




